
平成 年度 白川・緑川学識者懇談会

立野ダム建設事業

①事業採択後３年経過して未着工の事業

②事業採択後５年経過して継続中の事業

③着工準備費又は実施計画調査費の予算化後３年経過した事業

④再評価実施後５年経過した事業

⑤社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の
必要が生じた事業

第１４回 白川・緑川学識者懇談会

資料－１



はじめに．

今回、再評価を実施する理由

■社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

・「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」の第３ １（５）

「社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が

生じた事業」に該当

【現計画】

目 的： 洪水調節

ダムの型式： 曲線重力式コンクリート

堤 高： 約９０ｍ

総貯水容量： 約１０，１００千ｍ3

工 期： 令和４年度

事 業 費： 約１，１６０億円
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【変更後の計画】

目 的： 洪水調節

ダムの型式： 曲線重力式コンクリート

堤 高： 約９０ｍ

総貯水容量： 約１０，１００千ｍ3

工 期： 令和５年度

事 業 費： 約１，２７０億円



○白川は、流域面積４８０㎢、幹川流路延長７４kmであり、流域の８割は、降雨量が多い阿蘇カルデラが占める。
○降雨量は、全国平均に比べて熊本で約１．２倍、阿蘇で約１．８倍と多い。
○下流は、九州第３の都市「熊本市」の中心部を流下しており、氾濫した場合の被害が広範囲に及ぶ。
○上流の阿蘇地域は全域が「阿蘇・くじゅう国立公園」に指定されるなど雄大な阿蘇の景観が特徴となっている。

１．事業の概要〔流域の概要〕

水源地 熊本県阿蘇郡高森町根子岳（標高1,433m）

流域面積 ４８０km2

長さ ７４km

直轄管理区
間

２１．７km

流域市町村
熊本市、阿蘇市、菊陽町、大津町、高森町、

西原村、南阿蘇村（２市３町２村）

流域内人口
約１３．５万人

（河川現況調査：調査基準年H22）

想定はん濫
区域面積

約１３６．４km2

（河川現況調査：調査基準年H22）

想定はん濫
区域内人口

約３１．４万人

（河川現況調査：調査基準年H22）
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立野ダム

白川の断面と昭和28年の水害の水位
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１．事業の概要〔立野ダム建設事業〕

基準地点（代継橋）における基本高水のピーク流量3,400m3/sを、立野ダムにより400m3/sの洪水調節を行い、計
画高水流量3,000m3/sに低減し、洪水被害の防止又は軽減を図ることとしている。

〔事業の経緯〕

・昭和５４年 ４月 実施計画調査着手
・昭和５８年 ４月 建設事業着手
・昭和５９年 ９月 損失補償基準妥結（宅地・建物）
・平成 元年 ５月 損失補償基準妥結（農地・山林）
・平成１０年１１月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成１２年１２月 白川水系河川整備基本方針策定
・平成１４年 ７月 白川水系河川整備計画策定
・平成１５年 ７月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２１年 ２月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２２年１２月 立野ダム建設事業の関係地方公共団体からなる

～平成２４年９月 検討の場
・平成２３年 ８月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２４年１０月 事業評価監視委員会による審議（事業継続）
・平成２４年１２月 立野ダムのダム事業の検証に関する国土交通省の

対応方針決定（事業継続）
・平成２６年１１月 仮排水トンネル工事着工
・平成２７年 ６月 白川・緑川学識者懇談会による審議（事業継続）
・平成２８年 ４月 熊本地震の発生
・平成２８年７月～８月 「立野ダム建設に係る技術委員会」の開催
・平成３０年 ２月 立野ダム建設（一期）工事契約
・平成３０年 ３月 仮排水路トンネル完成
・平成３０年 ８月 立野ダム建設工事起工式
・令和 ２年 １月 白川水系河川整備計画（変更）策定
・令和 ２年 ６月 白川・緑川学識者懇談会による審議（事業継続）
・令和 ２年１０月 ダム本体コンクリート打設開始

〔事業諸元〕

型式：曲線重力式コンクリートダム 事業費：約１，１６０億円
高さ：８７ｍ
堤頂長：１９７ｍ 工期：令和４年度
総貯水容量：約１０，１００千ｍ3
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（ ）は基本高水ピーク流量 

〔立野ダム計画高水流量図 〕

〔立野ダム貯水池容量配分図 〕
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（ ）は基本高水のピーク流量



※整備計画目標流量規模の洪水が発生した場合の氾濫シミュレーション結果
※整備計画完了時点河道（立野ダムなし）

◆過去の主な洪水

昭和28年6月

（梅雨前線）

死者・行方不明者422人、流失全壊家屋2,585戸、半壊
家屋6,517戸、浸水家屋31,145戸、橋梁流失85橋、冠水
2,980ha、羅災者数388,848人

昭和55年8月

（停滞前線）

死者・行方不明者1人、家屋の全半壊18戸、床上浸水
3,540戸、床下浸水3,245戸

平成2年7月

（梅雨前線）

死者・行方不明14名、家屋の全半壊146戸、一部破損
250戸、床上浸水1,614戸、床下浸水2,200戸

平成24年7月

（梅雨前線）

（九州北部豪雨）

全半壊183戸、床上浸水2,011戸、床下浸水789戸

S28.6洪水 流失直前の明午橋 S55.8洪水 二本木地区の越水状況

H2.7洪水 安巳橋下流の越水状況

２．事業の必要性等〔災害発生時の危険度等〕
◆災害発生時の影響

○ 整備計画目標流量での影響
・浸水面積約2,600ha
･人口約5.6万人

H24.7洪水 龍田陳内地区の越水状況

昭和28年6月洪水において甚大な被害が発生しているほか、昭和55年8月、
平成2年7月、近年では平成24年7月洪水により浸水被害が発生している。

白川下流域には、九州第３の
都市「熊本市」の中心部を流
下しており、氾濫した場合の
被害が広範囲に及ぶ。

龍田陳内地区の越水状況洪水後のヨナの堆積状況明午橋右岸上流の溢水状況

H24.7洪水時の被害状況 5

※ 被害の概要は「昭和28年西日本水害調査報告書（土木学会西部支部）」、「熊本県災異誌（熊本地方気象台）」、
「防災・消防保安年報（熊本県）」、出水記録および熊本河川国道事務所調査結果による。

※ 平成24年7月洪水は国土交通省及び熊本県による調査結果

○ 近年（平成24年7月九州北部豪雨）においても、浸水被害が発生し
その後河川整備を加速して進めてきたところであるが、近年の気候
変動を踏まえて更なる治水安全度の向上が急務である。

◆災害発生の危険度
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約31.0万人 約31.4万人

想定氾濫区域内の人口の推移（河川現況調査より）

◆地域開発の状況 ◆地域の協力体制

○熊本市を始め、菊陽町、大津町、南阿蘇村の沿川自治体よ
り構成される「白川改修・立野ダム建設促進期成会」から「立
野ダムの早期完成」を望む要望書が提出されている。
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２．事業の必要性等〔地域開発状況、地域の協力体制１／２〕

要望書
（白川改修・立野ダム建設促進期成会）

○想定氾濫区域内の人口の推移はほぼ横ばい。
○平成23年に九州新幹線が開通（平成23年3月）
し、平成24年に熊本市は政令指定都市へ移行さ
れた。令和元年9月には桜町市街地再開発事業
によるバスターミナルや大型商業施設が完成。
○熊本駅周辺においても令和３年３月に駅前広
場整備事業が完成するとともに、駅ビルも次々
オープンするなど開発が進んでいる。

桜町地区市街地再開発事業
（出典：熊本市HP）

熊本駅白川口（東口）駅前広場整備事業
（出典：熊本市HP）
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○ダム建設地である南阿蘇村では、立野ダムを観光資源として活用するため「阿蘇・立野峡谷」ツーリズム推進協
議会を設立。立野ダムと阿蘇の観光資源を連動させ、より多くの観光客を南阿蘇村に誘引し、地域振興に資する取
り組みを推進。
○その取り組みの中で、（一社）みなみあそ観光局を中心とした持続可能な「立野ダムインフラツーリズム」の体制
を構築。ツアーについては、南阿蘇在住のガイドが立野ダムや工事状況等の説明を実施している。

２．事業の必要性等〔地域の協力体制２／２〕

【国立阿蘇青少年交流の家パンフレット】

防災学習プログラムの一環として、立野ダム

建設現場見学を実施している

インフラツアーの体制図

学校・企業

立野ダム
工事事務所 南阿蘇村

ダムガイド

旅行代理店

利用者

研修 認定

現場の説明

依頼・調整

プログラム
提供 依頼・ガイド料

連携

現在のインフラツアー状況

立野ダム建設現場展望所（たてのてらす）見学

立野ダム建設現場での説明はダムガイドが実施

みなみあそ観光局



【工期の変更】 令和４年度完成 → 令和５年度完成

令和４年１２月末のダム本体完成を目指してダム本体打設を行ってきたが、①現地条件変更に伴う追加工事の
発生、②令和３年の計画以上の降雨による打設休止、③夏場の外気温上昇に伴う打設遅延などの要因により、
４ヶ月程度の堤体打設進捗の遅れが生じた。

工程の遅れを取り戻すべく、堤体内通廊のプレキャスト化や打設設備改造による打設能力強化など施工合理化
を図るとともに、 ３００名を越える作業人員にて休日・夜間作業の実施など、あらゆる手段をもって工程短縮に努め
てきた。しかしながら、最近のコロナ禍による社会情勢の変化により建設資材物流の混乱等の影響もあり、ダム堤
体の完成は令和５年度までかかる見込み。

なお、令和５年出水期までにはダム堤体は概成し、仮に令和5年度出水期に洪水が発生した場合にも、結果的に
は、本運用と同等の洪水調節機能は発揮される。

また、ダム完成後に実施する試験湛水についても、工程変更にあわせて令和５年の出水期明けの１０月以降の
開始に変更することとし、これらの要因により、工期の変更が必要となった。

【事業費の変更】 約1,160億円→約1,270億円：約110億円増
ダム本体基礎掘削後、ダム堤体打設が半分以上完了し全体工事費が見通せたため、事業費の精査をおこなった。

コスト縮減の工夫をしてもなお、①気象条件の変化による工程遅延、②建設資材単価の高騰等、③前回の計画変
更以降に生じた要因により、事業費の変更が必要となった。

３．事業計画変更の内容〔概要〕
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３．事業計画変更の内容〔ダム堤体工の進捗経過〕

仮排⽔トンネル閉塞

基礎掘削

堤体コンクリート
打設

減勢⼯コンクリート
打設

試験湛⽔

⼯種
10 1 4 7 10 14 7 10 1 4 74 7 10 1

H30 R元 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

【降雨・外気温上昇による打設休止】
【施工数量の増】
減勢工追加掘削・打設など追加工
事により遅延（約5ヶ月）

前回事業計画
変更時点

【堤体基礎掘削・置換工の追加工事】
計画通りR2.10より堤体打設開始。
堤体基礎掘削・置換工が追加で必要となった
ことにより堤体コンクリートの進捗が遅延（約
2ヶ月）

統計史上最速
梅雨入り

【降雨による打設休止】
平年より降雨が多く、打設休止
（計画38日 → 実績69日）

夏場の
外気温
上昇

コロナ禍による
資材等入手困難

堤体
概成

治水効果発現

R5.4の堤体概成をもって、仮に令和

５年度出水期に洪水が発生した場
合にも、結果的には、本運用と同等
の洪水調節機能は発揮される

【置換工など追加工事】、
【降雨・外気温上昇による打設休止】
により遅延（約4か月）

【外気温上昇による打設休止】
平年より外気温が高かったことで
打設休止
（計画360時間 → 実績532時間）

●基礎掘削の結果、堤体基礎部において追加掘削及び置換コンクリート打設が約7,000m3必要となったことから、堤体コンクリート工の進捗が遅延
した。

●堤体コンクリート打設は、追加工事や気象等の影響により、完了時期が当初計画の令和4年12月から令和5年4月に遅れることとなるが、令和5年
度出水期前までには堤体は概成する。

●令和5年度出水期に洪水が発生した場合にも、結果的には、本運用と同等の洪水調節機能は発揮される。
●なお、令和4年度末を想定していた試験湛水は、令和5年出水期明けの10月以降の開始に変更する。

【堤体基礎掘削・置換工の追加工事】
計画通りR2.10より減勢工コンクリート打設
開始。
堤体基礎掘削・置換工が追加で必要となっ
たことにより減勢工コンクリートの進捗が遅
延（約2ヶ月）



堤体基礎部追加掘削状況（令和２年１０月）
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３．事業計画変更の内容〔前回再評価以降に判明した現場条件の変更〕

●ダム堤体の基礎部については、堅硬な岩盤まで掘削し、ダム基礎としての健全性を確認したうえで、堤体コンクリート打設を行う必要がある。
●調査設計時点で地質調査を行い、標高195mをダム基礎標高と想定していたが、河床部の掘削を行った結果、堅硬な岩盤までさらに深さ約5m追
加掘削する必要が生じた。
●これらの追加掘削及び堤体コンクリートと同等のコンクリートを打設する置換工の追加工事により、堤体打設の進捗が遅延した。

堤体基礎部追加掘削断面図

追加掘削後の状況（令和２年１２月）

■基礎掘削後の追加工事による工程遅延



■打設休止制限に該当した日数は計画の２倍近く
○ 4mm/h以上、20mm/日以上の降雨があった延べ日数は、

10カ年平均で算定していた計画の約１．５倍以上あった
○ 降雨による冠水により打設休止となった日数は、洪水起因確

率毎に計算していた計画の約３倍以上あった
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３．事業計画変更の内容〔令和３年降雨による打設休止〕

■統計史上最速の梅雨入り
○ 平年：６月４日頃 ⇒ 令和３年：５月１１日頃 気象庁発表

■夏場も例年の降雨量の130％（８月の長雨）
○ 2021年（令和3年）夏（6～8月）は西日本で降水量がかなり

多く観測された

■降雨によるダムサイト冠水

令和３年５月１７日ダムサイト

・降雨により冠水

事 象 計画 Ｒ３実績

降雨制限に該当する日数 ３４日 ５６日

洪水（冠水）影響日数 ４日 １３日

計 ３８日 ６９日
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立野ダム

※気象庁記者発表資料引用（令和3年9月1日）

●堤体コンクリート打設は、4mm/h、20mm/日以上の降雨の場合、コンクリート品質確保の観点から打設休止としている
●令和３年度は、例年より20日以上早い統計史上最速の梅雨入りなど降雨制限による打設休止が計画を大きく上回り、休日振替作業等でリカバ
リーを図ったが、工程に遅延が生じた
●また、令和３年の梅雨時期は、まだ基礎岩盤近くの低い位置のコンクリート打設をしていたため降雨により度重なる冠水が発生し、排水作業や打
設面再清掃などにより工程の遅延が生じた

降雨制限日数 洪水（冠水）影響日数

約1.5倍 約３倍
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0
0 3 6 9 12 15 18 21 24

気
温
（
℃
）

時間（時）

打設不可能時間 打設可能時間打設可能時間

打込温度規制 外気温28℃

１０カ年平均外気温

■夏前後の季節も含め計画以上に外気温が高かった

○ 外気温が２８℃を越える時間は令和３年度実績で年間５３２時
間と計画の約１．５倍あった
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３．事業計画変更の内容〔令和３年外気温上昇による打設休止〕

■６月～８月の気温、例年より高い日が多かった

■計画上の外気温打設制限

事 象 計画 Ｒ３実績

外気温規制に
該当する時間

年間３６０時間 年間５３２時間

●堤体コンクリート打設は、コンクリート品質確保の観点から２８℃以上の外気温の場合打設休止としている
●そのため、計画上、７～８月は、１日の打設時間を夜間に限定、昼間を中心に年間３６０時間（10カ年平均より算定）の打設休止を想定していた
●令和３年度は、九州北部地方は例年より気温が高く、立野ダム地点も５～１０月にかけて年間５３０時間が外気温２８℃を超過した
●これらの状況から夕方以降も外気温が下がらない場合などの打設休止が発生し、工程の遅延が生じた

○ 2021年（令和3年）夏～秋（6～10月）西日本は例年より気温
が高かった

※気象庁記者発表資料引用（R3.9.1、R3.12.1）

○ ８月の計画上の打設制限は下記イメージのように設定してお
り、打設可能な時間は夕方１８時～翌朝９時までとして、日打設
量の計画をおこなっている

0

120

240

0

79

148 140

84

6月 7月 8月 9月

外気温28℃以上で外気温規制に該当する時間

計画 R3実績
8月は、お盆前後の長雨により、想定よ

りも外気温は低いが、その分降雨の影
響で打設ができていない

※5月、10月にさらに81時間外気温規制に該当
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３．事業計画変更の内容〔事業費の変更〕

【事業費の変更】 約1,160億円→約1,270億円：約110億円増

Ⅰ．気象条件の変化による増 約４３億円増
○打設期間延伸に伴う現場施⼯費⽤の増
○気温上昇に伴うクーリング関係費⽤の増
○⼯期延伸に伴う事務的経費に関する費⽤の増

Ⅱ．建設資材単価の⾼騰等による増 約４１億円増
○資材価格の⾼騰等に伴う費⽤の増

Ⅲ．事業進捗に伴い必要となった計画の⾒直しによる増 約２８億円増
○地質状況を踏まえた基礎掘削、コンクリート打設数量の変更に伴う費⽤の増
○地質状況を踏まえた基礎処理⼯の施⼯数量の変更に伴う費⽤の増

Ⅳ．コスト縮減 約 ２億円減
○仮排⽔路トンネル閉塞ゲートの合理化による減



４月 ５月 6月 7月 8月 9月 10月

練混水冷却

骨材散水（追加）

パイプクーリング用水
冷却
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Ⅰ．気象条件の変化による増 約４３億円増

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容①〕

■打設期間延伸に伴う現場施工費用の増：約２１億円増
●当初計画のダム堤体コンクリート打設は、令和２年１０月打設開始、令和４年

１２月打設完了予定であった。
●基礎掘削の結果堤体打設量が増えたことや、統計史上最速の梅雨入り、夏場

の外気温上昇により打設休止が計画以上に生じたことにより、工程計画変更を
余儀なくされ、打設完了が令和５年４月まで遅延することとなった。

●これに伴い、ダム堤体コンクリート製造・打設関連設備などの仮設備の運転期
間が４ヶ月延伸することとなった。

●この打設期間延伸により、約２１億円の増額となった。

骨材貯蔵設備

セメント
貯蔵設備

コンクリート
製造設備濁水処理設備

打設用ケーブルクレーン

■気温上昇に伴うクーリング関係費用の増：約１０億円増
●当初計画において、コンクリートの品質を確保するため、打設時のコンク

リート温度を２７℃以下とすることとし、夏場の７，８月の期間にコンクリート練
混水に冷却水を使用するプレクーリング対策を実施する計画としていた。

●しかし、令和３年は酷暑により６～１０月までの期間を冷却水を使用する必
要が生じ、冷却設備運転期間の延長が必要となった。

●また、外気温上昇に伴い骨材貯蔵設備内の骨材が想定以上に蓄熱するこ
とが判明し、さらなるプレクーリング対策検討の結果、７月、８月に新たに骨
材貯蔵設備内の骨材に冷却水を散水することとした。

●打設後の堤体コンクリートを冷却するためのパイプクーリング用水冷却設備
運転期間も、当初６～８月の計画であったが、４～１０月まで必要となった。

●夏場の気温上昇により、約１０億円の増額となった。

外気温上昇により想定以上に骨材が蓄熱するため、骨材に冷却水を散水

追加プレクーリング対策

骨材貯蔵設備

骨材散水状況

追加冷却設備

冷却設備運転期間

■工期延伸に伴う事務的経費に関する費用の増：約１２億円増
●事業期間の延伸に伴い、水理・水文調査や環境調査、施設点検補修、現場管

理等委託、工事用道路維持修繕費用、事務費（庁舎、宿舎、人件費）等の継続
的費用が約１２億円増額となった。

環境調査 施設保守点検 現場管理委託

計画２ヶ月
変更５ヶ月

追加２ヶ月

計画３ヶ月変更６ヶ月

ダム堤体
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Ⅱ．建設資材単価の高騰等による増 約４１億円増

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容②〕

■資材価格の高騰等に伴う費用の増：約４１億円増
●前回計画事業費は、平成３１年度の公共工事関連単価と物価上昇量から推定し、当初事業工期である令和４年度までの単価の変動を考慮し算定していた。
●今回、当時の推定よりも物価上昇が顕著であったことから、その上昇分を含めるとともに、令和５年度までの変動幅を考慮し算定した。
●また、昨今、過去30年でも例のない建設資材物価の急激な高騰がみられるため、最大限物価の変動を考慮し算定した。
●この近年の資材価格の高騰及び間接費用の考慮により約４１億円の増額となった。

前回想定

※一般社団法人建設物価調査会「建設資材物価指数グラフ」引用

建設総合

土木関係

建築関係

20
11

.1

2011年=100

20
21

.1

2021年=118

19
90

.1

過去30年でも例のない
急激な資材価格高騰
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Ⅲ．事業進捗に伴い必要となった計画の見直しによる増 約２８億円増

３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容③〕

■地質状況を踏まえた基礎掘削、コンクリート打設数量の変更に
伴う費用の増：約１７億円増
●ダム堤体の基礎部については、堅硬な岩盤まで掘削し、ダム基礎としての健全

性を確認したうえで、堤体コンクリート打設を行う計画としていた。また、減勢工
導流壁部については、その擁壁構造を安定させるため堅固な岩盤にもたれさせ
る計画としていた。

●基礎掘削の結果、ダム堤体・減勢工の一部で、堅硬な岩盤が想定よりも深い
位置にあり、追加掘削及び追加コンクリート打設が約1.6万㎥発生した。

●この追加掘削及び追加コンクリート打設に伴う施工数量の変更に伴い、約１７
億円の増額となった。

■地質状況を踏まえた基礎処理工の施工数量の変更に伴う費
用の増：約１１億円増
●当初計画においては、周辺水理地質調査結果及び技術指針より、難透水

層とサーチャージ水位との交点までをカーテングラウチングの対象範囲とし
て計画していた。

●着工後のパイロット孔施工の結果、右岸端部の高透水層が広がっているこ
とを確認したため、追加ボーリング調査を行った結果、カーテングラウチング
範囲を広げる必要が生じた。

●また、堤体左岸～河床の地質は一部固結度のやや低い地質であるため、
４次孔規定孔の複列配置とし綿密な改良計画としていた。

●着手後、当初計画を上回る最大６次孔の施工となり施工量が増大している。
左岸～河床部における未実施区間の施工量は、施工実績を踏まえ最大限
の数量を見込んで改良計画を見直した。

●この基礎処理工の施工数量の変更に伴い、約１１億円の増額となった。

堤体基礎部追加掘削範囲図

追加掘削範囲

深さ5m

※掘削範囲を投影

追加掘削量
堤体工：7,000m3
減勢工：9,000m3

堤体基礎部追加掘削の状況

左岸～河床 基礎処理範囲

右岸端部の基礎処理範囲の変更

当初計画の右岸
基礎処理範囲

基礎処理範囲の変更

施工済み区間
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３．事業計画変更の内容〔事業費の変更内容④〕

■仮排水路トンネル閉塞ゲートの合理化による減：約２億円減
●当初計画では、堤外仮排水路トンネルの閉塞を令和４年出水期に実施する計画であり、閉塞ゲートの設計を出水期対応で計画していた。
●今回、打設工程が変更となったことにより、堤外仮排水路トンネルの閉塞を令和４年の非出水期に実施することとした。
●これにより、閉塞ゲートを非出水期対応に見直すことで、設計水深が小さくなり、閉塞ゲートの規模を小さくすることができ、約２億円のコスト縮減となった。

元の河川
仮排水路トンネル

立野ダム（工事中）

閉塞ゲート
設置位置

上流よりダムを望む

Ⅳ．コスト縮減 約２億円減

元計画 SWL対応鋼製スライドゲート 変更計画 H鋼材＋コンクリート閉塞設備
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４．事業の投資効果

立野ダムなし 立野ダムあり
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○ 河川整備計画規模（1/60）の降雨が生じた場合における立野ダム建設事業による被害軽減効果は、

浸水面積約2,300ha減、浸水区域内人口約55,000人減、浸水戸数約21,300戸減となる。

＊整備計画河道でのダムあり・なしのみの比較

平野部（市街地）での浸水被害は解消

立野ダム建設事業による浸水被害の軽減

約2,300ha軽減
約55,000人軽減 約21,300戸軽減

約2,600ha

約300ha

約56,000人

約1,000人

約21,600戸

約300戸

整備計画対象規模（確率規模1/60降雨）の洪水における浸水範囲

〔凡例〕
■0.5m未満
■0.5～1.0m
■1.0～2.0m
■2.0～3.0m
■3.0m以上

〔凡例〕
■0.5m未満
■0.5～1.0m
■1.0～2.0m
■2.0～3.0m
■3.0m以上



４．事業の投資効果
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項 目
前回評価

（令和2年度）
今回評価

（令和4年度）

変更理由

R02→R04

目標流量
基準地点
：代継橋

3,000㎥/s（基本方針流量：1/150）
2,400㎥/s（整備計画流量：1/60）

3,000㎥/s（基本方針流量：1/150）
2,400㎥/s（整備計画流量：1/60）

事業費 約1,160億円 約1,270億円

気象条件の変化による増、建設
資材単価の高騰等による増、事
業進捗に伴い必要となった計画
の見直しによる増

整備期間 昭和54年から令和4年まで 昭和54年から令和5年まで
気象条件の変化等による打設工
程の遅延に伴う工期延長

整備内容 立野ダム 立野ダム

全
事
業

便益：B
（億円）

3,951 4,227

・統計データの
更新による

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:2,001.8億円(50.7％）
:   13.1億円( 0.3％）
:1,617.7億円(40.9％）
:   79.4億円( 2.0％）
:  121.8億円( 3.1％）
:  116.8億円( 3.0％）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:2,136.4億円(50.5％）
:   13.2億円( 0.3％）
:1,723.9億円(40.8％）
:   85.7億円( 2.0％）
:  130.0億円( 3.1％）
:  138.0億円( 3.3％）

費用：C
（億円）

2,094 2,407
・事業費の増に
よる

Ｂ／Ｃ 1.9 1.8

残
事
業

便益：B
（億円）

3,851 4,095

・統計データの
更新による

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:2,001.8億円(52.0％）
:   13.1億円( 0.3％）
:1,617.7億円(42.0％）
:   79.4億円( 2.1％）
:  121.8億円( 3.2％）
: 17.2億円( 0.4％）

一般資産被害額
農作物被害額
公共土木施設等被害額
営業停止損失
応急対策費用
残存価値

:2,136.4億円(52.2％）
:   13.2億円( 0.3％）
:1,723.9億円(42.1％）
:   85.7億円( 2.1％）
:  130.0億円( 3.2％）
: 5.4億円( 0.1％）

費用：C
（億円）

344 155 ・事業進捗による

Ｂ／Ｃ 11.2 26.5



４．事業の投資効果
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○ 治水経済調査マニュアル（案）（令和2年4月）に基づき算出した「全体事業」、「残事業」の費用便益比は以下のと

おりとなる。

◆費用対効果分析結果

◆感度分析結果（費用便益比（B/C））

◆評価対象
整備期間(S)：45年（全体事業）

： 1年（残事業）
施設完成後の評価期間：50年

全体事業 残事業

■便益（B） ①便益 4,089億円 4,089億円

②残存価値 138億円 5億円

総便益（①＋②） 4,227億円 4,095億円

■費用（C） ③建設費 2,349億円 97億円

④維持管理費 58億円 58億円

総費用（③＋④） 2,407億円 155億円

■費用便益比（B/C） 1.8 26.5

※便益・費用は、現在価値化した値である。
※便益・費用の合計値は、表示桁数の関係で一致しないことがある。
※費用には消費税を含んでいない。

基本
残事業費 残工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

全体事業 1.8 1.7 1.8 － － 1.9 1.6

残事業 26.5 24.3 27.6 － － 28.3 23.4

※残事業費 R5年度以降の事業費のみを±10%変動。維持管理費の変動は行わない。
※残工期 立野ダムでは、残工期が1年で、±10%は1年未満であるため、残工期の感度分析は行わない。
※資 産 一般資産被害額、農作物被害額、公共土木等被害額を±10%変動。

（参考）令和2年度評価時
全体事業B/C≒1.9
残事業B/C≒11.2



途絶する主要道路 途絶する区間

・国道3号 4.6km

・国道57号 2.6km

・国道501号 3.5km

・県道28号 熊本⾼森線 6.5km

４．立野ダム建設事業の効果〔Ｂ／Ｃで計測できない効果〕

立野ダムなし 立野ダムあり

21

○整備計画規模の洪水が発生した場合、立野ダム建設により、国道３号等の主要な道路の途絶区間が解消される。

整備計画対象規模（確率規模1/60降雨）の洪水における浸水範囲

●熊本IC
国
道
3
号

県道28号

国道266号

●熊本IC
国
道
3
号

県道28号

●熊本県庁
熊本駅

熊本市役所
●

熊本市役所
●

熊本駅
●熊本県庁

＊整備計画河道でのダムあり・なしのみの比較

国道266号

途絶する主要道路 途絶する区間

・国道3号

0km(解消)
・国道57号

・国道501号

・県道28号 熊本⾼森線

試行

〔凡例〕
■0.5m未満
■0.5～1.0m
■1.0～2.0m
■2.0～3.0m
■3.0m以上

〔凡例〕
■0.5m未満
■0.5～1.0m
■1.0～2.0m
■2.0～3.0m
■3.0m以上



○基本方針規模の洪水が発生した場合、立野ダム建設により、国道３号等の主要な道路の途絶区間の一部が解消
される。

基本方針対象規模（昭和２８年実績降雨）の洪水における浸水範囲

４．立野ダム建設事業の効果〔Ｂ／Ｃで計測できない効果〕 試行

立野ダムなし

＊整備計画河道でのダムあり・なしのみの比較
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●熊本IC
国
道
3
号

国道57号

県道28号

熊本市役所
●

●熊本県庁
熊本駅

国道266号

●熊本IC

国
道
3
号

国道57号

県道28号

熊本駅

熊本市役所
●

●熊本県庁

立野ダムあり

国道266号

途絶する主要道路 途絶する区間

・国道3号 5.7km（-0.8km）

・国道57号 2.6km（-1.5km）

・国道501号 3.8km

・国道266号 0km(解消）

・県道28号 熊本⾼森線 6.5km（-2.0km）

途絶する主要道路 途絶する区間

・国道3号 6.5km

・国道57号 4.1km

・国道501号 3.8km

・国道266号 1.2km

・県道28号 熊本⾼森線 8.5km

〔凡例〕
■0.5m未満
■0.5～1.0m
■1.0～2.0m
■2.0～3.0m
■3.0m以上

〔凡例〕
■0.5m未満
■0.5～1.0m
■1.0～2.0m
■2.0～3.0m
■3.0m以上



補償基準
S59.9.14 立野ダム水没者協議会 （宅地・建物）補償基準妥結
H元.5.12 立野ダム水没地地権者協議会 （農林山林）補償基準妥結
（地権者との用地補償等に係わる基準は全て妥結）

用地取得
(51.6ha)

家屋移転
(12戸)

工事用道路
(12.3km)

ダム本体及び
関連工事

５．事業の進捗状況

○立野ダム建設事業は、昭和54年4月に実施計画調査を開始、昭和58年4月に建設事業に着手しました。

○令和4年3月末時点の事業進捗は７８％（事業費ベース）です。

※ 用地取得 本体関連
付替工事

工事用道路

（令和4年4月末時点）立野ダム建設事業の進捗状況

23

99％ (51.5ha)

100％ (12戸)

100％ (12.3km)

転流工
100％

試験湛水
0％

基礎掘削
100％

コンクリート打設
53％



５．事業の進捗状況

○平成３０年８月に本体工事に着手、令和２年１０月より本体コンクリート打設を開始。令和４年４月末時点で約５３％
の打設が完了しており、令和５年の出水期前にはダム本体が概成し、令和５年度中に事業が完了する予定である。
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立野ダム予定地（下流より上流を望む）
（令和4年4月末撮影）

ダム本体

白川

仮設備



５．事業の進捗状況
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○現在、ダム本体コンクリートの打設を行っており、令和５年の出水期前にはダム本体が概成、令和５年の出水期
明けに試験湛水を実施し、令和５年度に事業完成予定である。

事業工期（案）

工種 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

基礎掘削

コンクリート打設

基礎処理

放流設備

管理設備

試験湛水

△現在

クリティカルパス



６．コスト縮減や代替案立案等の可能性

○平成24年度に実施した立野ダムの検証に係る検討において「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施
要領細目」に基づき、現計画案（立野ダム案）と現計画案以外の代替案を複数の評価軸ごとに評価し、最も有利な
案は、現計画案（ダム案）と評価している。

○今回の立野ダムの総事業費の変更を考慮しても、現計画案（立野ダム案）と代替案とのコスト面での優劣に変化
はなく、「現計画案（立野ダム案）」が最も有利であり、ダム検証時の評価を覆すものではない。

◆コスト縮減の方策

○立野ダム建設事業では、これまでも新技術を活用するなどのコスト縮減を図り、ダム事業を進めている。今後実
施予定（実施中）の工事においても、プレキャスト工法やCIM等のICT技術の積極的活用により、事業の効率化に努
めるなど、引き続き更なるコスト縮減を図っていく。

○CIMの活用事例（本体・機械統合モデルによる鉄筋干渉照査）

26

○プレキャスト工法の活用事例（堤頂部（張出部））

本体・機械統合モデルにより、鉄筋干渉照査をモデル上で行うことができた。また、同
モデルで干渉回避した修正モデルを作成することで、受発注者間協議が迅速に行えた。
今後、上段放流管でも同様の取り組みを行う。

非常用洪水吐張出部や堤頂ピア部などのプレキャスト化を行うことで、支
保・足場が不要となるなど施工の合理化、コスト縮減を図っていく。

ブラケット及び支保が不要

外部足場が不要

本体・機械統合モデル（7BL下段）抽出モデル



◆熊本県知事

○ 今回意見照会のありました立野ダム建設事業に関する国の「対応方針（原案）」案に
ついては、工期の延長と事業費の増額をした上で継続することとなっていますが、昨今の
気象の状況、社会情勢の変化等を踏まえるとやむを得ないと考えられるため、異存あり
ません。

○ なお、事業を継続するに当たっては、徹底したコスト縮減及び環境保全対策に努めて
いただくとともに、一日も早い事業効果発現と工事完成を実現いただきますようお願いし
ます。

○ また、立野ダムに対しては、環境面への影響などについて様々な意見があるため、
引き続き説明責任を果たしていただくようお願いします。
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白川・緑川学識者懇談会に諮る対応方針（原案）の作成に係る意見照会について（回答）

７．関係自治体の意見等



対応方針（原案）

◆立野ダム建設事業

①事業の必要性等に関する視点
○想定氾濫区域内の人口や資産について、前回の令和２年度評価時から大きく変化はしていま
せん。
○事業を実施した場合における費用対効果分析の結果、Ｂ/Ｃは１．８です。
○地元自治体等からは早期完成を望まれるとともに、事業推進のための協力体制も確立されて
います。

②事業の進捗の見込みに関する視点
○立野ダム建設事業は、平成３０年８月に本体工事に着手し、令和２年１０月より本体コンクリート
打設を開始。事業費ベースで約78％〔993億円／約1,270億円〕（令和４年3月末）の事業進捗で、
令和5年度に完了する見込みである。

③コスト縮減の可能性の視点
○今後も引き続き、工法の工夫やCIM等新技術の積極的活用により、事業の効率化、更なるコス
ト縮減に努めて参ります。

以上より、「立野ダム建設事業」は、前回再評価以降も事業の必要性は変わってお
らず、令和5年度に完了する見込みであること等から、引き続き『事業を継続する』こ
ととする。
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